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連　結　注　記　表
（継続企業の前提に関する注記）
　該当事項はありません。

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　２社
連結子会社の名称　　　CellSeed Sweden AB

CellSeed Europe Ltd.（休眠会社）

２．持分法の適用に関する事項
　持分法を適用した関連会社の数　1社
　持分法を適用した関連会社の名称　日生細胞生技股份有限公司(Up Cell Biomedical Co.)
　日生細胞生技股份有限公司は、新規設立により、当連結会計年度より、持分法の適用範囲に含めておりま
　す。

３．会計方針に関する事項
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のないもの…移動平均法による原価法によっております。
②棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品…………総平均法に基づく原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）によっております。

製品…………総平均法に基づく原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）によっております。

貯蔵品………総平均法に基づく原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）によっております。

原材料………総平均法に基づく原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）によっております。

仕掛品………個別法に基づく原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）によっております。
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⑵　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
　定率法を採用しております。
　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており
ます。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　８～15年
機械及び装置　　　　　９～17年
工具、器具及び備品　　３～15年

⑶　重要な引当金の計上基準
賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上してお
ります。

⑷　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。
　なお、在外連結子会社及び在外持分法適用会社の資産及び負債は、在外連結子会社及び在外持分法適用
会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換
算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

⑸　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理方法
　税抜方式にて処理しております。

（追加情報)
（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引）

　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36
号2018年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を2018年４月１日以後適用し、従業員等に対
して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計基
準」（企業会計基準第８号2005年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。
　ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱いに
従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与
した取引については、従来採用していた会計処理を継続しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．当座貸越契約
　　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。
　　当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。
　　　当座貸越極度額　　　150,000千円
　　　借入実行残高　　　　　　　―　　
　　　　差引額　　　　　　150,000千円

２．担保資産
　　投資その他の資産の「その他」に含まれる保証金のうち30,000千円は、仕入債務(4,546千円)の担保に供

しております。

（連結損益計算書に関する注記）
減損損失
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

（単位：千円）

場所 用途 種類 金額

本社(東京都江東区) 共用資産
建物
機械及び装置
工具、器具及び備品等

37,096

（注）本社の建物等、特定の事業との関連が明確でない資産につきましては共用資産としております。

当社グループは、減損損失を認識するにあたり、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として事業セグメン
トを基礎としてグルーピングしております。
　減損損失の認識に至った経緯として、共用資産を含むより大きな単位について、営業活動から生じる損益が
継続してマイナスとなっており、投資額の回収が見込めなくなったため減損損失を計上しております。
　なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、零として評価しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式及び自己株式に関する事項

当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発 行 済 株 式

普 通 株 式 12,981 3,026 ― 16,008

自 己 株 式

普 通 株 式 0 ― ― 0

（注）発行済株式の普通株式の増加株式数3,026千株は、第18回新株予約権（12,776個）、第19回新株予約権
(17,489個)の行使による増加であります。

２．配当に関する事項
　該当事項はありません。

３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式
の種類及び数

　普通株式　　　　1,890,100株

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については、具体的支出が発生するまでの間は、安全性の高い金融商品等で
運用していく方針です。デリバティブは、利用しておりません。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、取引先の状況を定期的に確認
し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や
軽減を図っております。
　関係会社株式は、台湾合弁会社(日生細胞生技股份有限公司)への出資に係るものであり、信用リスクに
晒されております。当社グループでは定期的に合弁会社の財務状況等を把握しております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、全てが１年以内の支払期日で、その一部には外貨建のものがあり、
為替リスクに晒されております。当社グループでは、支払期日及び残高等を定期的に把握することにより
管理しております。また長期借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、固定金利であるた
め金利の変動リスクに晒されておりません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2020年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴　現金及び預金 1,460,867 1,460,867 －

⑵　売掛金 45,880 45,880 －

⑶　未収消費税等 50,698 50,698 －

資産計 1,557,445 1,557,445 －

⑴　買掛金 4,765 4,765 －

⑵　未払金 41,489 41,489 －

⑶　未払法人税等 18,044 18,044 －

⑷　長期借入金 160,000 156,207 △3,792

負債計 224,298 220,505 △3,792
（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産
⑴　現金及び預金　⑵　売掛金　⑶　未収消費税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

負　債
⑴　買掛金　⑵　未払金　⑶　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

⑷　長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で、割り引いた
現在価値により算定しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　関係会社株式は台湾合弁会社(日生細胞生技股份有限公司)に係るもの（連結貸借対照表計上額106,007
千円）であり、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対
象としておりません。
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（注３）長期借入金の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

長期借入金 - 1,250 7,500 7,500 10,834

（１株当たり情報に関する注記）
　　　１．１株当たり純資産額 93円85銭
　　　２．１株当たり当期純損失 55円31銭
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（重要な後発事象に関する注記）
　(第19回新株予約権の権利行使)
当社が2020年８月６日に発行した第19回新株予約権につき、2021年１月１日から2021年２月10日までの間
に、以下のとおり行使されました。
(1) 新株予約権行使の概要
　① 新株予約権の名称
　　 株式会社セルシード第19回新株予約権
　② 行使価格
　　 １株当たり227～259円
　③ 行使新株予約権個数
　　 3,926個
　④ 行使者
　　 バークレイズ・バンク・ピーエルシー (Barclays Bank PLC)
　⑤ 交付株式数
　　 392,600株
　⑥ 行使価額総額
　　 92,625千円
(2) 当該新株予約権行使による発行済株式数及び資本金
　① 増加する発行済株式数
　　 392,600株
　② 増加する資本金の額
　　 46,524千円

（その他の注記）
　該当事項はありません。

－ 7 －

連結注記表



個　別　注　記　表
（継続企業の前提に関する注記）
　該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のないもの…移動平均法による原価法によっております。
⑵棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品…………総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法）によっております。

製品…………総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法）によっております。

貯蔵品………総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法）によっております。

原材料………総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法）によっております。

仕掛品………個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
　定率法を採用しております。
　ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており
ます。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　８～15年
機械及び装置　　　　　９～17年
工具、器具及び備品　　３～15年

３．引当金の計上基準
賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しています。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。
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５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理方法
　税抜方式にて処理しております。

（追加情報）
　（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引）

連結注記表の（追加情報)に記載しているため、注記を省略しております。

（貸借対照表に関する注記）
１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 4,029千円

２．当座貸越契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

　　当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高は次のとおりであります。
　　　当座貸越極度額　　　150,000千円
　　　借入実行残高　　　　　　　―　　
　　　　差引額　　　　　　150,000千円

３．担保資産
　　投資その他の資産の「その他」に含まれる保証金のうち30,000千円は、仕入債務(4,546千円)の担保に供

しております。

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高の総額

関係会社との営業取引による取引高の総額 2,032千円

２．減損損失
連結注記表の（連結損益計算書に関する注記)に記載しているため、注記を省略しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末　
株式数（千株）

普 通 株 式 0 － － 0
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（税効果会計に関する注記）
　繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却限度超過額、税務上の繰越欠損金等であります。繰延税金
資産については、全額評価性引当額として控除しております。

（１株当たり情報に関する注記）
　　　１．１株当たり純資産額 95円70銭
　　　２．１株当たり当期純損失 54円19銭

（重要な後発事象に関する注記）
(第19回新株予約権の権利行使)
当社が2020年８月６日に発行した第19回新株予約権につき、2021年１月１日から2021年２月10日まで
の間に、以下のとおり行使されました。
(1) 新株予約権行使の概要
　① 新株予約権の名称
　　 株式会社セルシード第19回新株予約権
　② 行使価格
　　 １株当たり227～259円
　③ 行使新株予約権個数
　　 3,926個
　④ 行使者
　　 バークレイズ・バンク・ピーエルシー (Barclays Bank PLC)
　⑤ 交付株式数
　　 392,600株
　⑥ 行使価額総額
　　 92,625千円
(2) 当該新株予約権行使による発行済株式数及び資本金
　① 増加する発行済株式数
　　 392,600株
　② 増加する資本金の額
　　 46,524千円

（その他の注記）
該当事項はありません。
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